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＜要   約＞ 
 本稿は，介護保険制度における都道府県別の要介護認定率の較差と要介護度の関係性を統
計的な手法を用いて実証分析している。要介護認定率とは，第 1 号被保険者に占める要介
護認定者数の割合を示したものであるが，都道府県で較差があることがわかっている。この
ような較差の要因について，厚生労働省は，2003年のデータを用いて，従来の要支援，要
介護 1 などの軽度の要介護認定率の較差が大きいことを指摘している。このように要介護
認定率の較差が大きい要支援，要介護 1 であるが，制度施行後の要介護認定者数の増加も
著しく，介護保険制度の財政を圧迫するようになった。このような現状から適切なサービス
利用により，状態の維持，改善が求められるようになり，2005年の改正では，介護保険制
度の適正化の 1 つとして予防重視型システムの確立が図られることとなった。 
 改正後の適正化による要介護認定率への効果をみるため，同様の分析を試みたものを探し
たが，みつけることができなかった。そこで，本稿では要介護認定率の較差と要介護度には
どのような関係性があるのか実証分析を試みた。分析の結果，75歳以上の要介護認定率で
の較差が大きく，特に75歳以上の要支援 1 から要介護 1 までの要介護認定率において較差
が大きいことがわかった。この結果は，改正前のデータにおいて厚生労働省が指摘した結果
と同様であることから，本稿では都道府県別の要介護認定率の較差に対しては，改正後の適
性化の効果があったとは考えにくいと結論づけた。 
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１．はじめに 
（１）問題の所在 
 介護保険制度において，要介護認定率とは，
65歳以上の第 1 号被保険者に占める要介護認定
者数の割合を示したものである。要介護認定につ
いては，認定に際して，一次判定にコンピュー
ター判定を導入し，保険者の裁量を極力排除して
公平性を保つ制度設計になっている。それにも関
わらず，都道府県別の要介護認定率を比較すると
較差があることがわかっている。具体的には，
「平成20年度介護保険事業状況報告（年報）」（1)か
ら要介護認定率を算出すると表 1 のようになり，
最も高い長崎県が20.9％であるのに対して，最
も低い埼玉県が12.8％と約8ポイントもの較差が
あることがわかる。 
 このように較差がみられる都道府県の要介護認
定率であるが，厚生労働省は「平成17年度版 
厚生労働白書」において，次のような指摘をして
いる。「要介護認定率ついて都道府県別に見ると，
要支援，要介護  1 レベルの軽度の認定率は，比
較的地域差が大きく，最も高い地域と最も低い地
域でおおむね 3 ～ 4 ポイントの差がある一方，
要介護 2 以上については，比較的地域差が小さ
く，最も高い地域と最も低い地域でおおむね 1 
ポイント程度の差にとどまっている。このように，
軽度の要介護認定率は重度の要介護認定率と比べ
て地域差が大きくなっている」（2)。このように厚
生労働省は，要介護認定率の較差について，要支
援や要介護1とされる軽度の較差の影響が大きい
と指摘している。しかし，この分析は2003年の
データを用いておこなわれたものである。周知の
とおり介護保険制度は，介護保険法附則第 2 条
の規定により，5 年ごとに改正が検討されること
になっている。そして，この指摘のあった平成
17(2005)年は，施行後の 5 年にあたる。つまり，
この分析は改正以前の状況を分析して指摘してい
るのである。 
 2005年の介護保険制度の大きな改正点として
は，予防重視型システムの確立が図られたことが
挙げられる。その改正の理由として，制度施行後 
5 年が経過し，制度が定着したことから，要介護
認定を受ける人が増加したことが挙げられ，その
中でも特に要支援や要介護 1 の軽度の段階の認
定者が増え，半数を占めるようになった（3）。そ
して，それが介護保険制度の総費用を急速に増大
させることにつながり，適切なサービス利用によ
り状態の維持，改善の適正化が求められるように
なったのである。これにより，予防重視型システ
ムの確立が図られるようになった。具体的には，
従来，要支援とされていたものが要支援 1 とな
り，要介護 1 とされていたものが要支援 2 と要
介護1に区分され，新たに設けられた要支援 1 ， 
2 が予防給付の対象となった。 
 以上のように，厚生労働省の指摘は，従来，要
支援，要介護 1 とされていた都道府県の要介護
認定率に較差がみられるというものであった。し
 
  表１ 平成 20 年度 都道府県別要介護認定率 
都道府県
要介護
認定率
都道府県
要介護
認定率
1 長 崎 県 21.1% 25 北 海 道 17.2%
2 徳 島 県 20.8% 26 新 潟 県 17.2%
3 和歌 山県 19.9% 27 富 山 県 17.0%
4 愛 媛 県 19.7% 28 岩 手 県 17.0%
5 島 根 県 19.4% 29 山 形 県 16.7%
6 岡 山 県 19.2% 30 福 島 県 16.5%
7 鹿児 島県 19.0% 31 長 野 県 16.3%
8 広 島 県 18.8% 32 宮 崎 県 16.2%
9 青 森 県 18.6% 33 宮 城 県 16.2%
10 鳥 取 県 18.6% 34 東 京 都 16.0%
11 秋 田 県 18.5% 35 奈 良 県 15.9%
12 大 分 県 18.5% 36 群 馬 県 15.8%
13 熊 本 県 18.5% 37 福 井 県 15.7%
14 大 阪 府 18.3% 38 滋 賀 県 15.6%
15 高 知 県 18.2% 39 岐 阜 県 14.9%
16 福 岡 県 18.1% 40 山 梨 県 14.8%
17 香 川 県 17.9% 41 神 奈 川県 14.7%
18 沖 縄 県 17.7% 42 栃 木 県 14.7%
19 佐 賀 県 17.6% 43 静 岡 県 14.4%
20 三 重 県 17.5% 44 愛 知 県 14.3%
21 石 川 県 17.3% 45 茨 城 県 13.6%
22 兵 庫 県 17.3% 46 千 葉 県 13.6%
23 京 都 府 17.2% 47 埼 玉 県 13.1%
24 山 口 県 17.2%  
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かし，それは介護保険制度の適正化が図られる改
正以前の指摘である。そこで，改正後に同じよう
に分析をおこなったものを探してみたが，みつけ
ることができなかった。以上のことから，本稿で
は都道府県別の要介護認定率の較差と要介護度の
関係性について統計的な手法を用いて実証分析す
ることを試みている。この分析をおこなうことで，
都道府県別の要介護認定率の較差は，要介護度に
よって偏りがみられるのか分析する。改正後も変
化がなく，同じ状況であるとすれば，厚生労働省
の指摘と照らし合わせると，現行の要支援 1 ， 2 
および要介護 1 の較差が大きくなることになる。
以上の仮説をもとに都道府県別要介護認定率の較
差と要介護度の関係性の分析をおこなう。 
 
（２）先行研究 
 都道府県別要介護認定率に関する先行研究につ
いては，要介護認定率の較差の要因を分析した研
究がある。清水谷・稲倉(2006)は，保険者の財
政状況との関係について分析をおこない，財政状
況が悪い保険者ほど要介護認定率が低いことを指
摘している（4)。中村(2006)は，傷病と要介護認
定率の関係性に注目して傷病ごとの受診率と要介
護認定率との分析をおこない，軽度では人為的社
会的背景が影響し，重度では循環器疾患や生活習
慣病が影響していると要介護度によって要因が異
なることを指摘している（5)。さらに，栗盛・渡
部・高・星(2009)は，その要因について総合的
な分析をおこない，病院と診療所の病床数が多く，
病床利用割合が高い都道府県ほど要介護認定率が
高いことを指摘している（6)。小林(2010)は，要
介護認定率の較差の要因の総合的な分析をおこな
い，その要因として，都道府県における世帯構造
と要介護認定率は密接に関係していることを指摘
している（7)。このように要介護認定率の較差の
要因について分析した研究はあるが，先述のとお
り要介護認定率の較差と要介護度の関連性につい
て分析した研究はみつからなかった。 
 
 
 
 
２．分析方法 
（１）分析方法の概要 
 分析方法の概要について説明する。まず全体の
要介護認定率と要介護度ごとの要介護認定率との
関連性の強さを分析するために相関係数を求めた。
相関係数の分析には，スピアマンの積率相関係数
と外れ値の影響を除去するためにケンドールの順
位相関係数を用いている。また，要介護認定率全
体を従属変数，各要介護度やカテゴリー化された
変数を独立変数にして，重回帰分析をおこない，
標準偏回帰係数を比較して，要介護認定率全体に
どの程度影響を与えることになるのか分析した。
次に，要介護度ごと，カテゴリーごとに要介護認
定率の平均値や標準偏差を求め，要介護度ごとや
カテゴリーごとで，どのような特徴があるのか分
析をおこなった。分析の変数となるデータの収集
については，公表されている既存データを用いる 
2 次分析である。そして，分析に際しては
SPSS19.0とMicrosoft Excel2010の統計ソフトを用
いた。 
 
（２）データの概要 
 対象は47都道府県全てとする。データは平成
20年度のデータを用いた（8)。データの概要につ
いて，厚生労働省「平成20年度 介護保険事業状
況報告(年報)」から，平成21年 3 月末現在の各
都道府県別の要介護認定に関するデータを得るこ
とができる。同報告から第 1 号被保険者の人数
と要介護認定者の人数を求め，全体の要介護認定
率(以下要介護認定率全体とする)を算出した。ま
た，同報告書より要支援 1 から要介護 5 の各要
介護度の要介護認定者数も求められることから，
同様に第 1 号被保険者に占める要介護認定者数
の割合である要介護認定率を算出した。さらに，
同報告書より65歳以上75歳未満，75歳以上の要
介護度別の要介護認定者数も求められることから，
同様に要介護認定率を算出した。なお，このデー
タは全数調査である。 
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（３）定義づけ 
aカテゴリーの定義 
 本稿では要介護度による分析と要介護度をカテ
ゴリー化した変数を分析に用いている。そのカテ
ゴリーとは①予防給付となる要支援 1 ， 2 を要
支援カテゴリー，介護給付となる要介護 1 から
要介護 5 までを要介護カテゴリーとする②厚生
労働省の指摘にあった較差の大きい，改定前の要
支援，要介護 1 である要支援 1 から要介護 1 ま
でを軽度カテゴリー，要介護 2 から要介護 5 ま
でを重度カテゴリーとする③年齢によるカテゴ
リー(以下年齢カテゴリーとする)として，65歳
以上75歳未満の前期高齢者の要介護認定率を65
歳以上75歳未満カテゴリー，75歳以上の後期高
齢者の要介護認定率を75歳以上カテゴリーとす
る。 
 
b相関係数の定義 
 相関係数の基準については一般的な定義がない
ため，次のように定義づける。0.0～±0.2をほ
とんど相関がない。±0.2～±0.4をやや相関が
ある。±0.4～±0.7を相関がある。±0.7～±
0.9を強い相関がある。±0.9～±1.0を非常に強
い相関がある。以上のように相関係数を定義づけ
る。 
 
３．分析結果 
（１）要介護認定率全体と要介護度の積率相関係
数 
 要介護認定率全体と要介護度の関連性を分析す
るため，次のように 4 つに分けて要介護認定率
全体との積率相関係数を求めた。a 要介護度ごと
に求める，b 要支援 1 ， 2 を要支援カテゴリー，
要介護1から5を要介護カテゴリーとして求める， 
c 要支援 1 から要介護 1 までを軽度カテゴリー，
要介護 2 から要介護 5 までを重度カテゴリーと
して求める，d 65歳以上75歳未満カテゴリー，75
歳以上カテゴリーと年齢別で求める，以上のよう
に都道府県ごとに要介護認定率を算出し，その数
値を変数として要介護認定率全体とのピアソンの
積率相関係数(以下相関とする)を求めた。本稿で
は，要介護認定率全体との関係性をみるために，
要介護認定率全体との相関係数をみていくことに
する。 
 
a要介護度との相関 
 
表２ 要介護認定率全体と要介護度の相関係数 
 
 
 
 
 
 要介護認定率全体と要介護度別の相関をみると
表 2 のようになる。まず，年齢全体において，
最も相関係数が高いのは要支援 1 の.763であり，
続いて要介護 3 の.707，要介護 2 の.704，要介
護1の.694の順で強い相関がみられる。次に，年
齢別にカテゴリー化した要介護率との相関をみる
と75歳以上の要支援 2 が.806，要支援 1 が.778，
要介護 2 が.746，要介護1が.708の順で高く，強
い相関がみられた。その一方で65歳以上75歳未
満の相関係数をみると，要支援 1 が.569，要支
援 2 が.471と相関がみられる程度で，全体的に
数値が低い結果となった。 
 
b要支援，要介護カテゴリーとの相関 
 
表３ 要介護認定率全体とカテゴリーの相関係数 
 
 
 
 
 
 要介護認定率全体と要支援，要介護カテゴリー
との相関係数をみると表 3 のようになる。まず，
年齢全体の要支援，要介護カテゴリーとの相関係
数を比較すると，要支援カテゴリーが.838，要
介護カテゴリーが.842とどちらも.800以上の強
い相関がみられる。要介護カテゴリーの方が若干
高いが，それほど数値に差がないことがわかる。
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
全体 .763 .554 .694 .704 .707 .534 .586
65歳以上
75歳未満
.569 .471 .302 .103 -.033 -.059 .166
75歳以上 .778 .806 .708 .746 .700 .569 .604
要支援 要介護 軽度 重度
全体 .838 .842 .887 .723
65歳以上
75歳未満
.557 .136 .544 .059
75歳以上 .857 .818 .900 .728
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しかし，これを年齢別にみると75歳以上では，
要支援が.857，要介護が.818となり，年齢全体
と同様に.800以上と強い相関がみられるが，要
支援カテゴリーの数値が若干あがるのに対して，
要介護の数値がさがり，要支援の方が高くなる。
その一方で65歳以上75歳未満をみると，要支援
カテゴリーが.557，要介護カテゴリーが.136と
なり，要支援カテゴリーでは相関がみられるもの
の，要介護カテゴリーではほとんど相関がないと
いう結果となった。 
 
c軽度，重度カテゴリーとの相関 
 要介護認定率全体と軽度カテゴリー，重度カテ
ゴリーとの相関係数をみると表 3 のようになる。
まず，年齢全体の軽度，重度カテゴリーとの相関
係数を比較すると，軽度カテゴリーが.887，重
度カテゴリー.723となり強い相関がみられる。
さらに年齢別にみると，75歳以上では，軽度カ
テゴリーが.900，重度カテゴリーが.728となり，
軽度カテゴリーにおいて.900と，非常に強い相
関がみられる。その一方で65歳以上75歳未満を
みると，軽度カテゴリーが.544，重度カテゴ
リー.059となり，要支援では相関がみられるも
のの，重度カテゴリーにおいてはほとんど相関が
みられないという結果となった。 
 
d年齢カテゴリーとの相関 
 要介護認定率全体と年齢カテゴリーの相関をみ
ると，65歳以上75歳未満の要介護認定率の相関
係数が.384となり，75歳以上の要介護認定率の
相関係数が.981となった。この結果をみると，
65歳以上75歳未満ではやや相関がみられるのに
対して，75歳以上の相関係数は要介護認定率全
体と非常に強い相関がみられるということがわか
る。 
 
（２）都道府県別要介護認定率の順位と要介護度
の順位相関係数 
 次に，外れ値の影響を除去するために，要介護
認定率の高低によって都道府県に順位をつけ，
（ 1 ）と同様に 4 つに分けてケンドールの順位相
関係数(以下順位相関)を用いて分析をおこなった。 
 
a要介護度との順位相関 
 
 要介護度との順位相関係数をみると表 4 のよ
うになる。年齢全体の要介護度では，要支援 1 
が.580と高く，次に要介護 2 が.526で相関がみ
られた。さらに，年齢別を加えると75歳以上の
要支援 1 ，要支援 2 が.600となり，.600以上の
相関がみられる。その一方で，65歳以上75歳未
満をみると，要支援 1 が.402と相関がみられる
ものの，その他はやや相関がみられるか，ほとん
ど相関がみられないという結果となった。 
 
b要支援，要介護カテゴリーとの順位相関 
 
表５ 要介護認定率全体とカテゴリーの順位相関
係数 
 
 
 
 
 
 要介護認定率全体と要支援，要介護カテゴリー
との順位相関係数をみると表 5 のようになる。
年齢全体の要支援，要介護カテゴリーとの相関係
数を比較すると，要支援カテゴリーが.652，要
介護カテゴリーが.652と，どちらも相関がみら
れる。さらに年齢別を加えると75歳以上で，要
支援が.667，要介護が.624となり，年齢全体と
同様に相関がみられる。その一方で65歳以上75
歳未満をみると，要支援カテゴリーが.397，要
介護カテゴリーが.060となり，要支援カテゴ
リーでやや相関がみられるものの，要介護カテゴ
リーではほとんど相関がみられないという結果と
要支援 要介護 軽度 重度
全体 .652 .652 .711 .541
65歳以上
75歳未満
.397 .060 .380 .018
75歳以上 .667 .624 .715 .519
表４ 要介護認定率全体と要介護度の順位相関係数
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
全体 .580 .406 .469 .526 .491 .402 .447
65歳以上
75歳未満
.402 .321 .210 .032 -.043 -.047 .138
75歳以上 .600 .600 .482 .530 .497 .404 .456  
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なった。      
 
c軽度，重度カテゴリーとの順位相関 
 要介護認定率全体と軽度カテゴリー，重度カテ
ゴリーとの順位相関係数をみると表 5 のように
なる。年齢全体の軽度，重度カテゴリーとの相関
係数を比較すると，軽度カテゴリーが.711，重
度カテゴリー.541となり，軽度カテゴリーにお
いて.700以上の強い相関がみられる。さらに年
齢別を加えると 75歳以上で軽度カテゴリー
が.715，重度カテゴリーが.519となり，軽度カ
テゴリーにおいて強い相関がみられる。その一方
で65歳以上75歳未満をみると，軽度カテゴリー
が.380，重度カテゴリー.018となり，ほとんど
相関がみられないという結果となった。 
 
d年齢カテゴリーとの順位相関 
 要介護認定率全体と年齢カテゴリーの結果をみ
ると，65歳以上75歳未満の相関係数が.295とな
り，75歳以上の相関係数が.878となった。この
結果をみると，65歳以上75歳未満ではやや相関
がみられる程度なのに対して，75歳以上の相関
係数は.800以上と，要介護認定率全体と強い相
関がみられる結果となった。 
 
（３）要介護認定率全体に対する要介護度による
重回帰分析 
 要介護認定率全体に各要介護度と各カテゴリー
が，どの程度影響を与えているのか分析するため
に重回帰分析をおこない，標準偏回帰係数を比較
した。従属変数には，要介護認定率全体の変数を
設定し，独立変数には全ての変数の値を加算する
ことで従属変数である要介護認定率全体になるよ
う，次のように設定した。a要介護度ごと，b要支
援・要介護カテゴリーごと，c軽度・重度カテゴ
リーごと，d年齢カテゴリーごとの 4 つである。
全ての独立変数によって，従属変数である要介護
認定率全体が説明されることから，決定係数は，
ほぼR²＝1.00となる。 
 
 
a要介護度による重回帰分析 
 要介護度による重回帰分析の結果をみると表 6 
のようになる。各要介護度の変数を独立変数にし
た場合，標準偏回帰係数が高いのは，要支援 1 
の.459 であり，要介護  2 の.232 ，要介護  1 
の.299，要介護5の.200の順で続く結果となった。
さらに，65歳以上75歳未満と75歳以上の要介護
度の変数を独立変数にした場合の重回帰分析の結
果をみると，標準偏回帰係数が高いのは，75歳
以上の要支援 1 の.350であり，要支援 2 の.212，
要介護 1 の.207，要介護 5 の.174の順で続く結
果となった。また，65歳以上75歳未満について
は，全て.010台と低い数値であることがわかる。 
 
b要支援・要介護カテゴリーによる重回帰分析 
 要支援・要介護カテゴリーによる重回帰分析の
結果をみると以下のとおりとなる。年齢全体の標
準偏回帰係数では，要支援カテゴリーが.593，
要介護カテゴリーが.598となり，数値に差がな
いことがわかる。さらに，年齢別によるカテゴ
リーを独立変数とする重回帰分析の結果をみると，
75歳以上の標準偏回帰係数の数値は，要支援カ
テゴリーが.520，要介護カテゴリーが.594とな
り，65歳以上75歳未満の標準偏回帰係数の数値
は，要支援カテゴリーが.089，要介護カテゴ
リーが.129となる。75歳以上の標準偏回帰係数
の数値は，両方とも高い数値を示していることが
わかる。その一方で，65歳以上75歳未満の数値
は，両方とも低い数値を示している。 
 
c軽度・重度カテゴリーによる重回帰分析 
 軽度・重度カテゴリーによる重回帰分析の結果
をみると，年齢全体の標準偏回帰係数は，軽度カ
テゴリーが.732，要介護カテゴリーが.482とな
り，軽度カテゴリーが高い数値を示す結果となっ
た。さらに，年齢別によるカテゴリーを独立変数
とする重回帰分析の結果をみると，75歳以上の
標準偏回帰係数の数値は，軽度カテゴリー
が.651，重度カテゴリーが.473となり，軽度カ
テゴリーの数値が高いことがわかる。また，65
歳以上75歳未満については，軽度カテゴリー
小林哲也：介護保険制度における都道府県別要介護認定率の較差と要介護度の関係性 123
が.115，重度カテゴリーが.106となり，両方と
も低い数値であることがわかる。      
 
d年齢カテゴリーによる重回帰分析 
 年齢カテゴリーによる重回帰分析の結果をみる
と，標準偏回帰係数は，65歳以上75歳未満カテ
ゴリーが.195，75歳以上カテゴリーが.942とな
り，75歳以上カテゴリーが高い数値を示す結果
となった。 
 
（４）要介護度とカテゴリーにおける要介護認定
率の平均値と標準偏差 
 要介護度ごとやカテゴリーごとで，どのような
特徴があるのか分析するため，それぞれの要介護
認定率の平均値と標準偏差を求めた。 
 
a要介護度による要介護認定率の平均値と標準偏差 
 要介護度ごとに要介護認定率の平均値と標準偏
差を求めた。その結果をまとめたのが表 7 であ
る。まず，表 7 から上段の平均値の結果をみる
と，要介護度の平均値で最も高い数値を示したの
は，要介護 2 であり2.98％となった。次いで，
要介護 1 の2.86％，要介護 3 の2.70％の順で高
い数値となった。さらに，年齢別の数値をみると，
75歳以上の要介護  2 が 2.46％，要介護  1 が
2.45％，要介護 3 が2.28％と続いて高い数値と
なった。その一方で65歳以上75歳未満をみると，
最も高い数値でも要介護 2 の0.40％であり，そ
の他は0.3％台が多く，全体的に低い割合となっ
ている。この結果をみると，どのカテゴリーにお
いても要介護 2 の平均値が高いことがわかる。 
 次に，標準偏差の結果をみる。最も高い数値を
示したのは，要支援 1 の0.75％となった。次い
で，要支援 2 が0.53％，要介護 1 が0.41％，要
介護 5 が0.34％の順で高くなった。さらに，年
齢別の数値をみると，75歳以上の要支援  1 が
0.65％と最も高く，次いで，要支援 2 の0.40％，
要介護 1 の0.37％，要介護 5 の0.34％の順で高
い数値を示した。その一方で，65歳以上75歳未
満をみると，最も高い数値でも要支援  1 の
0.11％であり，その他は0.01％台と低い数値を
示している。この結果をみると，要支援 1 ，要
支援 2 ，要介護 1 の標準偏差の数値が高いこと
がわかる。つまり，この要介護度においては，平
均値からの数値の散らばり具合が大きいことにな
る。また，この要介護度は，本稿において軽度カ
テゴリーに属する要介護度であり，厚生労働省が地
域差の大きい要介護度と指摘した要介護でもある。 
 
bカテゴリーによる要介護認定率の平均値と標準
偏差 
 要支援・要介護カテゴリー，軽度・重度カテゴ
リーごとに要介護認定率の平均値と標準偏差を求
めた。その結果をまとめたのが表 8 である。ま
ず，平均値の結果であるが，これはカテゴリー化
した要介護度の変数の数に違いがあるため，変数
の数によって平均値の高低に影響を与えることか
ら比較するのが難しい。そのため，数値は参考程
度でしかない。ただし，年齢別にカテゴリー化し
た数値をみると，65歳以上75歳未満のカテゴ
リーと75歳以上のカテゴリーでは，75歳以上の
カテゴリーの数値の方が圧倒的に高いことがわか
表６ 要介護度ごとの標準偏回帰係数 
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
年齢全体 .459 .137 .229 .232 .104 .095 .200
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
65歳以上
75歳未満
.054 .046 .033 .027 .044 .030 .017
75歳以上 .350 .212 .207 .132 .118 .104 .174
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る。 
 次に，標準偏差の結果をみる。まず，年齢全体
において要支援・要介護カテゴリーで比較すると，
要支援カテゴリーは1.11％，要介護カテゴリー
が1.12％であった。要介護カテゴリーの数値の方
が若干高いが，それほど差がみられないことがわ
かる。次に，軽度・重度カテゴリーで比較すると，
軽度カテゴリーが1.37％，重度カテゴリーが
0.91％であり，軽度カテゴリーの数値の方が高
いことがわかる。全てのカテゴリーを総合的にみ
ると，軽度カテゴリーの標準偏差の数値が最も高
いという結果となった。さらに，年齢別にカテゴ
リー化した数値をみると，75歳以上の要支援・
要介護カテゴリーでは，要支援カテゴリーが
0.96％，要介護カテゴリーが1.13％となり，要
介護カテゴリーの方が高くなる。軽度・重度カテ
ゴリーでは，軽度カテゴリーが1.21％，重度カ
テゴリーが0.90％となり，軽度カテゴリーの方
が高くなる。その一方で65歳以上75歳未満をみ
ると，最も数値が高いでも軽度カテゴリーの
0.21％であり，全体的に低い数値であることが
わかる。 
 
 
４．考察 
（１）要介護認定率全体と要介護度の関係性の考察 
 まず，要介護認定率全体との要介護度の関係性
を考察する。要介護度ごとに相関をみると，要支
援 1(.763)と関連性が最も強いことがわかる。さ
らに，そこに年齢別のカテゴリーを加えると75
歳以上の要支援 2(.806)が最も関連性が強くなり，
次いで要支援 1(.778)が高くなる。その一方で，
65歳以上75歳未満の各要介護度は，ほとんど相
関がみられないことがわかる。 
 次に，要支援・要介護カテゴリー，軽度・重度
カテゴリーとカテゴリー化した結果をみると，要
表７ 要介護度による平均と標準偏差 
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
平均 2.04% 1.94% 2.86% 2.98% 2.70% 2.16% 1.94%
標準偏差 0.75% 0.53% 0.41% 0.29% 0.20% 0.21% 0.34%
平均 0.28% 0.34% 0.34% 0.40% 0.33% 0.24% 0.22%
標準偏差 0.11% 0.08% 0.06% 0.07% 0.04% 0.03% 0.03%
平均 1.73% 1.98% 2.45% 2.46% 2.28% 1.86% 1.66%
標準偏差 0.65% 0.40% 0.37% 0.27% 0.21% 0.21% 0.32%
年齢全体
65歳以上
75歳未満
75歳以上
 
 
 
表８ カテゴリーによる平均値と標準偏差 
要支援 要介護 軽　度 重　度 年　齢
平均 4.43% 12.63% 7.30% 9.77% 17.07%
標準偏差 1.11% 1.12% 1.37% 0.91% 1.87%
平均 0.61% 1.53% 0.95% 1.18% 2.14%
標準偏差 0.18% 0.20% 0.21% 0.16% 0.32%
平均 3.71% 10.71% 6.16% 8.26% 14.42%
標準偏差 0.96% 1.13% 1.21% 0.90% 1.78%
65歳以上
75歳未満
75歳以上
年齢全体
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介護認定率全体と要支援，要介護カテゴリーの関
連性では，年齢全体の要支援カテゴリー(.838)，
要介護のカテゴリー(.842)どちらも，相関係数
が.800以上と強い相関がみられ，ともに関連性
が強いことがわかる。さらに，そこに年齢別のカ
テゴリーを加えると，75歳以上では要支援カテゴ
リー（.857），要介護カテゴリー（.818）と，共
に.800以上の強い相関がみられ，要支援カテゴ
リーでは関連性が強くなる傾向がみられる。それ
に対し，65歳以上75歳未満では，要支援カテゴ
リー(.557)で相関がみられるものの，要介護カ
テゴリー(.136)では，ほとんど相関がなくなり，
関連性が弱くなることがわかる。 
 一方，軽度・重度カテゴリーでは，要介護認定
率全体と年齢全体の軽度カテゴリー(.887)，重
度カテゴリー(.723)では共に強い相関がみられ，
特に軽度カテゴリーでは.800以上の強い相関が
みられ，関連性が強いことがわかる。さらに年齢
別を加えると，75歳以上の軽度カテゴリーにお
いて.900の非常に強い相関がみられる。また，
年齢カテゴリーの結果をみると，65歳以上75歳
未満では.384でやや相関がみられるのに対して，
75歳以上では.981と非常に強い相関がみられる。 
 以上をまとめると，要介護認定率全体と75歳
以上の要介護認定率の相関係数は.981であるこ
とから関係性が非常に強いと言える。さらに，
75歳以上の軽度カテゴリーにおいても.900と非
常に強い相関がみられることから関係性が強いと
言える。また，要介護度から考察すると，相関係
数が高かった75歳以上の要支援 2 や要支援 1 は
軽度カテゴリーに属する変数である。以上のこと
から，要介護認定率全体と関係性が最も強いのは，
75歳以上の軽度カテゴリーの要介護認定率であ
ると考えられる。また，順位相関係数の結果をみ
ると，軽度カテゴリー（.711），75歳以上の軽度
カテゴリー（ .715）， 75歳以上のカテゴリー
（.878）で強い相関がみられることがわかる。こ
の結果からも，75歳以上の軽度カテゴリーが要
介護認定率全体と最も関係性が強いことを裏付け
ていると考えられる。 
 さらに，要介護認定率全体にどの程度影響を与
えているのか分析するため，重回帰分析をおこ
なった。その結果においても，要介護度では要支
援 1 の標準偏回帰係数が高く，影響を与えてい
ることがわかる。さらに，年齢別による要介護度
の標準偏回帰係数をみると，75歳以上の要支援 
1 ，要支援 2 ，要介護 1 において高い数値を示す
結果となった。この要介護度は，軽度カテゴリー
に属する要介護度である。また，要支援・要介護
カテゴリーの結果をみると，年齢全体の標準偏回
帰係数については，数値が共に高い結果となり，
数値に差がないことがわかる。これは75歳以上
でも同様であった。その一方で，軽度・重度カテ
ゴリーをみると，年齢全体においては軽度カテゴ
リーが高い数値を示している。さらに，年齢ごと
による結果においても75歳以上の軽度カテゴ
リーが高い数値を示す結果となった。カテゴリー
化した結果をみると，要支援・要介護カテゴリー
では影響に差がみられないのに対し，軽度・重度
カテゴリーでは，軽度カテゴリーの影響が大きく
なる。また，65歳以上75歳未満に関しては，年
齢カテゴリーによる結果からも明らかなとおり，
全体的に影響力が小さいと考えられる。以上をま
とめると，75歳以上の軽度カテゴリーに属する
要支援 1 ，要支援 2 ，要介護 1 が，要介護認定
率全体に大きな影響を与えていると考えることが
できる。また，重回帰分析の結果から，その中で
も特に要支援 1 の影響が大きいと言える。 
 
（２）要介護認定率の較差と要介護度の関係性の
考察 
 まず，要介護度における要介護認定率の平均値
と標準偏差の結果から，都道府県における要介護
認定率の較差との関係性を考察していく。要介護
度おいて平均値が最も高いのは要介護  2 の
2.98％である。年齢別においても65歳以上75歳
未満の0.40％，75歳以上の2.46％と要介護 2 が
最も高い数値を示した。ここでの平均値とは，都
道府県における第1号被保険者への要介護認定者
数の割合の平均を意味している（9)。つまり，平
均値が高いということは，それだけ要介護認定者
数の割合が高く，認定者数も多いということにな
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り，介護保険制度においては要介護 2 の要介護
認定者数が多いということが言える。実際，
2008年度の要介護認定者数は，要支援  1 が
571,527人，要支援  2 が659,954人，要介護  1 が
784,451人，要介護  2 が821,157人，要介護  3 が
735,536，要介護 4 が586,977，要介護 5 が513,078
人であり，要介護 2 の要介護認定者数が最も多
い。 
 次に，標準偏差の結果をみると，要支援 1 の
0.75％，要支援 2 の0.53％，要介護 1 の0.41％
の順で高く，これらの要介護度は，軽度カテゴ
リーに属する要介護度である。年齢別においても
75歳以上において同様の結果がみられ，要支援 1 
の 0.65 ％，要支援  2 の 0.40 ％，要介護  1 の
0.37％の順で高く，軽度カテゴリーに属する要
介護度の数値が高い。標準偏差とは平均値からの
散らばり具合を示した数値である。つまり，ここ
での標準偏差は，各都道府県の要介護認定率が平
均値から，どの程度平均で離なれているのか示す
数値ということになり，換言すれば平均値からの
平均的な較差をあらわしていると言える。つまり，
介護保険制度においては，要支援 1 ，要支援 2 ，
要介護 1 の軽度カテゴリーの較差が大きく，特
に75歳以上における軽度カテゴリーの較差が大
きいと言える。 
 以上の結果をわかりやすくするため，視覚化し
たのが図 1 である。図の折れ線グラフは平均値
をあらわし，縦線は標準偏差の大きさをあらわし
ている。図から，65歳以上75歳未満では，平均
値が低く，標準偏差もほとんどないことがわかる。
それに対して，年齢全体と75歳以上の図をみる
と，折れ線グラフの割合も大きく，縦線の長さも
大きい。また， 2 つの図を比較すると，折れ線
グラフや標準偏差の大きさに類似性がみられるこ
とがわかる。つまり，この図からも要介護認定率
全体は，75歳以上の要介護認定率が大きく影響
していると考えることができる。 
 平均値が最も高い要介護 2 と，標準偏差が高
い要支援 1 ，要支援 2 ，要介護 1 という結果か
ら，各要介護度の要介護認定者数が多いことが，
要介護認定率の較差に影響を与えていることは考
えにくいということになる。実際，先述のとおり
2008年度の要介護認定者数は，要介護 2 (821,157
人)の要介護認定者数が最も多い。しかし，都道
府県による較差が大きいのは，軽度カテゴリーに
属する要支援 1（571,527人），要支援 2（659,954
人），要介護 1（784,451人）ということになる。 
 最後に，カテゴリー化した変数の標準偏差の結
果を考察すると，どの年齢別においても，要支援
カテゴリーと要介護カテゴリーでは，要介護カテ
ゴリーの方の標準偏差が高く，軽度カテゴリーと
重度カテゴリーでは，軽度カテゴリーの方の標準
偏差が高い（表  8 参照）。この結果は，カテゴ
リー内の要介護度が異なり，対照的な結果である
が，要介護 1 が含まれる方のカテゴリーの標準
偏差が高くなるという特徴がみられる。ここで，
本稿の標準偏差の解釈と照らし合わせると，標準
偏差の高い方が較差は大きくなることから，要支
援・要介護カテゴリーでは要介護カテゴリーの較
差が大きく，軽度・重度カテゴリーでは軽度カテ
ゴリーが大きいということになる。しかし，要支
援・要介護カテゴリーの較差は，それほど差がな
い一方で軽度・重度カテゴリーでは，軽度カテゴ
リーの方の較差が大きくなることがわかる。特に
75歳以上においては，その差が顕著にあらわれ
ている。以上のことから，カテゴリー化された変
数の結果をみても，75歳以上の軽度カテゴリー
において較差が大きいことが言える。 
 このように75歳以上の要支援 1 ，要支援 2 ，
要介護 1 の軽度カテゴリーにおいて要介護認定
率の較差は大きくなる。では，なぜ75歳以上の
要支援 1 ，要支援 2 ，要介護 1 において較差が
大きいのかという問題が残る。この較差の要因に
ついては，要介護状態になるような心身機能の衰
退による直接的な要因ではなく，別の要因がある
と考えられる。ここで，もう一度，表 1 を参照
すると西日本の都道府県の要介護認定率が高く，
東日本の都道府県の要介護認定率が低いという地
域性がみられる。つまり，要介護認定率の較差に
は地域性がみられるのである。このことについて，
小林(2010)は，都道府県における世帯構造の相
違が，要介護認定率の較差に影響を与えていると
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している（10)。分析では，総世帯数に占める単身
高齢者世帯の割合が高い西日本の都道府県ほど，
要介護認定率が高くなることを指摘している。単
身高齢者世帯は当然のことながら家族からの介護
に期待できない。そのため，介護を必要とする場
合，軽度の段階から介護保険制度を利用しなくて
はならなくなる。つまり，これが要介護認定率を
上げる要因となり，結果として較差が大きくなる
としている。そして，要介護度が上がるにつれて
家族からの介護では補えなくなり，介護保険制度
を利用するようになることから，都道府県の較差
は小さくなる。これは表 7 の要介護 2 から標準
偏差の値が小さくなり，要介護4までの標準偏差
にそれほど差がないことからもわかる。しかし，
もう一度，表 7 の標準偏差を参照すると，要支
援 1 ，要支援 2 ，要介護 1 には及ばないものの，
要介護 5 において再び0.34％と標準偏差が高く
なっていることがわかる。つまり，要介護 5 に
おいても較差が大きいということになるのである。
この要介護 5 の要介護認定率の較差については，
世帯構造から論理的に説明することは難しく，別
の要因が考えられる。たとえば，心身機能の衰退
などの直接的な要因によるものも，そのひとつで
あると想定できる。 
 
 
５．結論 
 以上のように，本稿では都道府県別の要介護認
定率の較差と要介護度の関係性について，統計的
な手法を用いて実証分析してきた。その結果，都
道府県別の要介護認定率の較差は要支援 1 ，要
支援 2 ，要介護 1 (本稿では軽度カテゴリーにカ
テゴリー化した要介護度)の要介護度の較差が大
きく，要介護度によって偏りがみられるというこ
とになる。さらに，本稿では75歳以上の要介護
認定率において較差が大きいことを指摘した。こ
れは改正前のデータにおいて厚生労働省が指摘し
た結果と同様であることから，改正後の介護保険
制度の適正化は都道府県別の要介護認定率の較差
に影響を与えているとは考えにくいことになる。 
 以上のことから都道府県別の要介護認定率の較
差は，要介護度によって偏りがみられ，特に75
歳以上の要支援 1 ，要支援 2 ，要介護 1 の較差
が大きいということになる。つまり，都道府県の
要介護認定率の較差は，この要介護度の影響を受
けることによって起こっていると言える。また，
都道府県別の要介護認定率の較差については，改
正後の適正化の効果があったとは考えにくいとい
うことが本稿の結論となる。 
 最後に，本稿を締めくくるにあたり，今後の課
題を挙げておく。まず，1 つ目に予防重視型シス
テムの影響である。周知のとおり，予防重視型シ
ステムの目的は，心身機能の衰退による要介護状
態の予防にある。もし，都道府県によって心身機
能の衰退に差があり，都道府県の要介護認定率の
較差に影響を与えているのであれば，予防重視型
システムの確立によって，都道府県別の要介護認
定率の較差に影響を与えることが考えられる。し
 
図１ 要介護度ごとの平均値と標準偏差の図 
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かし，今回の分析結果からは，較差に影響を与え
ているとは考えにくく，本稿では較差には影響を
与えていないと結論づけた。しかし，これには，
要介護認定率の較差について，改正前と改正後を
比較するなど，より詳細に分析する必要がある。 
  2 つ目に，本稿の考察では，75歳以上の要支
援 1 ，要支援 2 ，要介護 1 の較差の要因につい
て，要介護状態になるという心身機能の衰退によ
る直接的な要因ではなく，都道府県における世帯
構造の相違という間接的な要因が，要介護認定率
の較差に影響を与えているとした。そして，較差
が再び大きくなる要介護5の要介護認定率の較差
は，要介護状態になるという心身機能の衰退など
の直接的な要因によるものではないかと考察した。
つまり，このことから，要介護認定率の較差の要
因は，要介護度によって異なるのではないかと新
たな仮説をたてることができる。このことから，
要介護 5 の較差の要因について分析する必要が
ある。以上を本稿の課題として結びとする。 
 
注 
（ 1 ）厚生労働省「平成20年度介護保険事業状況
報告」 
   http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/ 
osirase/jigyo/08/index.htmlのURL参照 
（ 2 ）厚生労働省:「厚生労働白書(平成17年版)」
2005，p.52～p.53を参照。 
（ 3 ）厚生労働省「介護保険制度改革の概要」 
   http://www.pref.kagoshima.jp/__filemst__/ 
7718/data.pdfのURL参照。 
（ 4 ）清水谷諭・稲倉典子，2006，p.83～p.95。 
（ 5 ）中村秀恒，2006，p.1～p.7。 
（ 6 ）栗盛須雅子・渡部月子・高燕・星旦二，2009，
p.22～p.28。 
（ 7 ）小林哲也，2010，p.22～p.28。 
（ 8 ）分析をおこなった平成23年 6 月時点で最新
のデータである。 
（ 9 ）全国の合計の数値によるものではないこと
に注意が必要である。 
（10）同上（7）参照。      
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